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過疎地域における医療・介護関係者の終末期ケアの実態と

連携に関する調査
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目的 過疎地域の住民が最期まで地域で過ごせるための医療・介護のあり方への示唆を得ることを

目的として，医療・介護関係者の終末期ケアの実態，在宅支援の実態および多職種連携の状況

を明らかにした。

方法 A 地域の医療・介護関係者398人（医療・介護・福祉の専門職，または，連携関連部署に所

属する事務職で，かつ常勤であるものの総数）を対象に，無記名自記式質問紙調査を行った。

職種別，所属場所別（病院，施設，地域）に集計した。

結果 調査票の回収は，38機関より212人であった（回収率53.3）。終末期ケアの実態として，過

去 1 年間に終末期ケアを実施した割合は，職種別では，介護支援専門員（71.4），介護福祉

職（66.7），医師（66.7）が高かった。所属場所別では，病院と施設が約70であるのに

対し，地域は40以下であった。在宅支援の実態については，回答者全体の70以上が，何ら

かの在宅支援を実施し，かつ関心をもっていた。在宅支援の実施内容の 1 つである自宅訪問に

ついては，医師（77.8）と介護支援専門員（90.5）の実施割合が高かったが，その他の職

種においても20～40が実施し，また，所属場所別において病院や施設でも20～30が実施し

ていた。多職種連携については，7 下位尺度で構成された顔の見える関係評価尺度を用いて測

定した結果，下位尺度「多職種で会ったり話し合う機会」の得点が低く，「他施設の関係者と

のやりとり」，「病院と地域の連携」の得点が他の下位尺度に比べ高い傾向にあった。

結論 終末期の医療・介護体制として，施設の介護福祉職を中心とした終末期ケア体制の構築，病

院や施設からのサポートによる在宅支援の促進が可能な地域であると考える。また，多職種で

会ったり話し合う場を作ることによるネットワークづくりが必要である。
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 は じ め に

日本は少子高齢化社会を迎え，医療と介護の需要

がさらに増加することが見込まれている。厚生労働

省は，第一次ベビーブーム期の世代が75歳を迎える

2025年までに，多くの高齢者が最期まで住み慣れた

地域で暮らし続けることができるよう，医療・介

護・福祉の連携による一体的な支援を提供できる地

域包括ケアシステムの構築を推進している。地域包

括ケアシステムの具体的な形は，人口規模や社会資

源など各地域の特性に合わせて構築されるべきとさ

れ1)，各地域で独自に考えていかなければならな

い。そのためにはそれぞれの地域での課題と医療・

介護資源の実態把握が必要不可欠である。

A 地域は，B 町・C 町の 2 町からなる地域で，西

側は海に，東側と南北は山系に囲まれている。2014
年度の人口2)は，B 町は6,935人，C 町は8,514人で

あり，10年前と比較し約30減少している。また，

高齢化率は，B 町40.1，C 町43.9であり，10年
前と比較し約10増加している。今後も，急激な人

口減少と高齢化がすすむことが予測されている地域

であることから3)，増えていくであろう終末期を迎

える人々を地域でどのように支えていくかが喫緊の

課題である。

住民を支える側である医療資源として，病院につ

いては，C 町に約80床の急性期病院が 1 か所のみで

あり，人口10万人あたりの病院の医師数は C 町で

92.9人（全国152.7人），看護師数は C 町に385.5人
（全国632.1人）という状況である（日本医師会地域
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医療情報システム4)，2014年 7 月推計による）。診

療所は 2 町合わせて 7 箇所あるが，人口10万人あた

りの診療所数は，B 町52.3箇所，C 町31.7箇所（全

国平均68.3箇所）であり全国平均と比較し少ない。

B 町，C 町を含む 2 次医療圏では住民の 4 割が圏外

へ入院しており5)，医療が完結できていない現状が

ある。介護資源としては，75歳以上人口 1 千人あた

りの介護サービス（居宅サービス，施設サービス，

地域密着型サービス，居宅介護支援を含む）は，B
町12.1機関，C 町14.4機関（全国平均13.8機関）で

あり，全国平均と大きな差はなく，居宅サービス機

関数も全国平均と同等である。しかし，75歳以上 1
千人あたりの入所型介護施設の入所定員数は，全国

平均と比較し C 町はほぼ平均であるが，B 町は半

数（B 町31.9人/千人，全国77.7人/千人）であるた

め，2 町合わせると規模は小さいことがわかる。ま

た，介護サービスにおける75歳以上 1 千人あたりの

看護師数と介護職員数は，全国平均と比較し少な

く，とくに，看護師数が少ない（A 町6.7人/千人，

B 町9.5人，全国13.7人/千人）。

上記に述べてきたような人口規模が小さく少子高

齢化がすすみ，医療・介護資源も少ないという特徴

を持つ地域において，差迫っている課題である終末

期を迎える人々への支援体制の整備のためには，病

院や施設も含めた地域全体の人的資源を有効活用し

ていくことがひとつの方略としてあげられる。その

ためには，医療・介護関係者による終末期ケアや在

宅支援に関する実施状況，およびそれらの自信や関

心などの態度を把握することが必要であると考え

る。これまで，医療や介護の機関数と自宅看取りと

の関連についての研究6)は行われてきているが，人

的資源に焦点をあて，地域全体の支援の実態を明ら

かにした調査はあまりみられない。また，所属機関

をこえて人的資源をつなぐために，多職種連携が重

要であるが，評価指標が未確立7)であることなどか

ら十分な調査は行われておらず，連携の程度を数値

化し，現状を検証していくことが求められると考え

る。

よって，本研究の目的は，A 地域の医療・介護関

係者の終末期ケアの実態（実施状況と自信），在宅

支援の実態（実施状況と関心），多職種連携の状況

を明らかにし，住民が最期まで A 地域で過ごせる

ための医療・介護体制づくりに向けた示唆を得るこ

ととした。

 研 究 方 法

. 調査対象

まず，地域全体の医療・介護関係者数を把握する

ために，A 地域の在宅医療連携拠点事業事務局が，

A 地域に所在する医療・介護関連の全45機関へ就業

者数調査を行い，各機関の職種別および勤務形態別

人数を把握した。就業者数調査は，依頼，回収とも

FAX にて記名式で行った。45機関のうち，40機関

から回答を得た。40機関の内訳は，病院 1，診療所

6，歯科 8，薬局 6，介護サービス18（居宅サービ

ス，施設サービス，地域密着型サービス，居宅介護

支援を含む），保健所 1 であった。40機関の就業者

は計826人であった。

次に，就業者数調査の結果から調査対象を検討し

た。職種は，医療・介護・福祉の専門職，または，

連携関連部署に所属する事務職とし，勤務形態は，

常勤とした。また，就業者数調査の回答が得られた

40施設に加え A 地域の保健センター 2 か所を追加

した。最終的に，42機関に所属する398人を対象と

した。

. 調査方法

自記式無記名質問紙調査を実施した。調査票の配

布は，A 地域の在宅医療連携拠点事業の事務局よ

り，対象者の所属する機関に該当人数分の調査票を

配布した。回収は，研究者に直接郵送での返送とし

た。調査時期は，2015年 1 月であった。

. 調査項目

1) 基本属性

性別，年齢，現業務の通算経験年数，現職場での

勤務経験年数，A 地域における居住年数を尋ねた。

2) 終末期ケアの実態（実施状況と自信）

終末期ケアの実施状況は，過去 1 年間の終末期の

患者（がんも非がんも含む）の治療やケアの実施の

有無を尋ねた。終末期ケアの自信については，現在

勤務する職場において回答者自身が終末期の患者を

支える自信について，「まったくない」，「あまりな

い」，「どちらともいえない」，「ややある」，「とても

ある」の 5 件法で尋ねた。

3) 在宅支援の実態（実施状況と関心）

在宅支援の実施状況は，「自宅訪問」，「デイケア・

デイサービス・ショートステイ」，「退院（所）時・

外来・窓口での支援」，「その他の支援」，「何も行っ

ていない」に関して尋ねた。在宅支援の実施割合は

少ないと予測したため，在宅支援への態度は，自信

ではなく関心について尋ねることとした。在宅支援

の関心は，「まったく関心がない」，「あまり関心が

ない」，「どちらともいえない」，「やや関心がある」，

「とても関心がある」の 5 件法で尋ねた。

4) 多職種連携の状況

多職種連携の状況については，地域在宅医療介護

従事者における顔の見える関係評価尺度（以下，顔
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表 回答者の職種と所属場所

(n＝212)

職 種
所属場所

合 計
病 院 施 設 地 域

医師 3(33.3) 0( 0.0) 6(66.7) 9(100.0)

看護職 11(25.0) 10(22.7) 23(52.3) 44(100.0)

介護支援
専門員 0( 0.0) 3(14.3) 18(85.7) 21(100.0)

介護福祉職 5( 6.2) 37(45.7) 39(48.1) 81(100.0)

他の医療職 4(12.1) 8(24.2) 21(63.6) 33(100.0)

事務職 2( 8.3) 3(12.5) 19(79.2) 24(100.0)

合 計 25(11.8) 61(28.8) 126(59.4) 212(100.0)

表 職種別・所属場所別の終末期ケアの実施状況

(n＝212)

実施あり 実施なし

全体 109(51.4) 103(48.6)

〈職種別〉

医師 6(66.7) 3(33.3)

看護職 22(50.0) 22(50.0)

介護支援専門員 15(71.4) 6(28.6)

介護福祉職 54(66.7) 27(33.3)

他の医療職 9(27.3) 24(72.7)

事務職 3(12.5) 21(87.5)

〈所属場所別〉

病院 17(68.0) 8(32.0)

施設 43(70.5) 18(29.5)

地域 49(38.9) 77(61.1)
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の見える関係評価尺度)8)を用いた。この尺度は，

医療，介護職からみた地域における他職種との顔の

見える関係構築のよさを測定するものであり，がん

患者に関わる医療福祉職を対象にした「緩和ケアに

関する地域連携評価尺度｣9)を，がんに限らない在

宅療養者全般に対象を広げて福井が改変したもので

ある。全21項目，7 下位尺度で構成される。具体的

な項目と下位尺度の構成は表 5 に示した。各項目

は，「5＝そう思う」，「4＝少しそう思う」，「3＝どち

らでもない」，「2＝あまりそう思わない」，「1＝そう

思わない」の 5 件法で回答を求める。下位尺度の合

計得点の範囲は 3～15点であり，得点が高いほど関

係構築がよいことを示す。尺度の信頼性，妥当性は

確認されている。

. 分析方法

分析においては，1 職種や 1 施設あたりの対象人

数が少ないことから，対象者を職種別，所属場所別

にグループを作成し結果を集計した。具体的には以

下のように分類した。職種は回答者の属性の分布か

ら，◯医師，◯看護職（看護師，准看護師，保健師），

◯介護支援専門員，◯介護福祉職（社会福祉士，介

護福祉士，ヘルパー），◯他の医療職（歯科医師，

歯科衛生士，薬剤師，理学療法士，作業療法士，管

理栄養士，栄養士），◯連携関連部署に所属する事

務職（以下，事務職）に 6 分類した。所属場所は，

病院，施設（施設サービス，および，グループホー

ム等の居住施設），地域（診療所・薬局・居宅サー

ビス・行政）に 3 分類した。

また，多職種連携の状況に関して，顔の見える関

係評価尺度の得点について，所属場所別との関連を

調べるため，一元配置分散分析と多重比較を行っ

た。解析には，SPSS22.0J を用いた。

. 倫理的配慮

対象者には，研究の趣旨，匿名性の保持，調査へ

の協力は任意であること等を記した協力依頼書を調

査票に添付し，調査票の回収をもって同意とみなし

た。回収された調査票と，回答者の連絡先は別々に

保管し，分析途中や結果の公表時に，対象者の所属

機関や氏名を識別できないようにした。本研究は，

日本赤十字看護大学倫理審査委員会の承認を得て行

われた（承認年月日2014年12月12日，番号2014110）。

 研 究 結 果

. 回答者の概要

調査票の回収は，38機関より212人であった（回

収率53.3）。職種別にみると，医師 9 人（回収率

60.0），看護職44人（回収率54.3），介護支援専

門員21人（回収率58.3），介護福祉職81人（回収

率44.3），他の医療職33人（回収率73.3），事務

職24人（回収率63.2）であった。

回答者は，性別は女性152人（71.7），年齢の平

均が45.1（±12.0）歳，現業務の通算経験年数の平

均が13.3（±9.7）年，現職場での勤務経験年数の

平均が8.9（±7.4）年であった。A 地域における居

住年数は，最短 0 年～最長76年で，平均は，24.3
（±16.9）年であった。

回答者の所属場所は，病院25人（11.8），施設

61人（28.8），地域126人（59.4）であった。回

答者の職種と所属場所とをクロス集計でみると（表

1），どの職種も，所属場所として「地域」が最も多

かったが，介護福祉職は，「地域」と「施設」が同

等程度であった。

. 終末期ケアの実態（実施状況と自信）

終末期ケアの実施状況について，職種別，所属場

所別に表 2 に示す。

過去 1 年間に終末期ケアの実施ありと回答したの

は全体で，109人（51.4）であった。職種別にみ

ると，医師（66.7），介護支援専門員（71.4），
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表 職種別・所属場所別の終末期ケアの自信

(n＝212)

まったくない あまりない どちらともいえない ややある とてもある

全体 22(10.4) 29(13.7) 88(41.5) 60(28.3) 13( 6.1)

〈職種別〉

医師 1(11.1) 2(22.2) 1(11.1) 5(55.6) 0( 0.0)

看護職 4( 9.1) 5(11.4) 19(43.2) 9(20.5) 7(15.9)

介護支援専門員 3(14.3) 0( 0.0) 7(33.3) 11(52.4) 0( 0.0)

介護福祉職 2( 2.5) 11(13.6) 35(43.2) 28(34.6) 5( 6.2)

他の医療職 6(18.2) 5(15.2) 14(42.4) 7(21.2) 1( 3.0)

事務職 6(25.0) 6(25.0) 12(50.0) 0( 0.0) 0( 0.0)

〈所属場所別〉

病院 0( 0.0) 5(20.0) 10(40.0) 7(28.0) 3(12.0)

施設 2( 3.3) 2( 3.3) 22(36.1) 29(47.5) 6( 9.8)

地域 20(15.9) 22(17.5) 56(44.4) 24(19.0) 4( 3.2)

表 職種別・所属場所別の在宅支援の実施状況

(n＝212)

実施あり（n＝156)

実施なし
(n＝56)

実施内容の内訳1

自宅訪問
デイケア・デイサービス・

ショートステイ
入退院（所）時・

外来・窓口での支援

全体 84(39.6) 72(34.0) 61(28.8)

〈職種別〉

医師 7(77.8) 0( 0.0) 2(22.2) 1(11.1)

看護職 19(43.2) 13(29.5) 19(43.2) 8(18.2)

介護支援専門員 19(90.5) 10(47.6) 14(66.7) 1( 4.8)

介護福祉職 23(28.4) 42(51.9) 10(12.3) 21(25.9)

他の医療職 11(33.3) 5(15.2) 8(24.2) 14(42.4)

事務職 5(20.8) 2( 8.3) 8(33.3) 11(45.8)

〈属場所別〉

病院 7(28.0) 1( 4.0) 14(56.0) 8(32.0)

施設 11(18.0) 32(52.5) 8(13.1) 22(36.1)

地域 66(52.4) 39(31.0) 39(31.0) 26(20.6)

1 実施内容の内訳は複数回答
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介護福祉職（66.7）の割合が高く，他は50以下

であった。所属場所別にみると，実施した割合は，

病院と施設は約70であるのに対し，地域は40.0
以下であった。

過去 1 年間に終末期ケアの実施ありと回答した

109人に対し，在宅看取りまで関わったことがある

かを尋ねた。在宅看取りまで関わったと回答したの

は，職種別では，医師5人（83.4），介護支援専門

員11人（73.3），介護福祉職30人（55.6）事務

員 2 人（66.7），の順に高かった。看護職は10人
（45.5），他の医療職は 1 人（11.1）であった。

所属別にみると，地域32人（65.3），病院8人
（47.1），施設19人（44.2）であった。

現在所属している職場における終末期ケアの自信

について，職種別，所属場所に表 3 に示す。自信が

「ややある」または「とてもある」と回答した割合

は，全体で73人（34.4）であった。職種別にみる

と，医師が55.6，介護支援専門員が52.4であ

り，他は，40以下であった。所属場所別にみる

と，施設が57.3と最も高く，病院が40.0，地域

は22.2であった。

. 在宅支援の実態（実施状況と関心）

在宅支援の実施状況について，職種別，所属場所

別に表 4 に示す。在宅支援の実施ありと回答したの

は，全体で156人（73.6）であった。そのうち，

実施内容として自宅訪問は，医師（77.8）と介護
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表 顔の見える関係評価尺度の回答分布

(n＝196)

そう
思わない

あまりそう
思わない

どちらとも
いえない

少しそう
思う

そう思う

【下位尺度 1他の施設の関係者とやりとりができる】

1. 患者（利用者）を一緒にみている他の施設の関係者に知りたいこ
とを気軽にきける 17( 8.7) 30(15.3) 63(32.1) 43(21.9) 43(21.9)

2. 一緒にみている患者（利用者）のことで連絡をとるときに躊躇
（ちゅうちょ）せずに連絡ができる 13( 6.6) 23(11.7) 49(25.0) 53(27.0) 58(29.6)

3. 一緒にみている患者（利用者）のことで連絡のとりやすい時間や
方法が分かる 23(11.7) 38(19.4) 72(36.7) 40(20.4) 23(11.7)

【下位尺度 2地域の他の職種の役割がわかる】

4. 患者（利用者）に関わる地域の他の職種の困っていることがだい
たいわかる 26(13.3) 60(30.6) 62(31.6) 39(19.9) 9( 4.6)

5. 患者（利用者）に関わる自分以外の職種の動き方が実感をもって
わかる 26(13.3) 50(25.5) 66(33.7) 47(24.0) 7( 3.6)

6. 患者（利用者）に関わる自分以外の職種の出来ることがわかる 22(11.2) 43(21.9) 59(30.1) 58(29.6) 14( 7.1)
【下位尺度 3地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】

7. 地域で患者（利用者）に関わっている人の，考え方や方針がわかる 39(19.9) 45(23.0) 66(33.7) 40(20.4) 6( 3.1)
8. 地域で患者（利用者）に関わっている施設の理念や事情がわかる 38(19.4) 44(22.4) 68(34.7) 38(19.4) 8( 4.1)
9. 地域で患者（利用者）に関わっている人の，性格，つきあい方が

わかる 35(17.9) 45(23.0) 72(36.7) 35(17.9) 9( 4.6)

【下位尺度 4地域の多職種で会ったり話し合う機会がある】

10. 患者（利用者）に関わるいろいろな職種が直接会って話す機会が
ある 42(21.4) 43(21.9) 55(28.1) 38(19.4) 18( 9.2)

11. 普段交流のない多職種で話し，新しい視点や知り合いを得る機会
がある 49(25.0) 48(24.5) 60(30.6) 29(14.8) 10( 5.1)

12. 地域連携に関して，課題や困っていることを共有し話し合う機会
がある 56(28.6) 51(26.0) 54(27.6) 28(14.3) 7( 3.6)

【下位尺度 5地域の相談できるネットワークがある】

13. 患者（利用者）に関わることで，気軽に相談できる人がいる 31(15.8) 32(16.3) 53(27.0) 58(29.6) 22(11.2)
14. 患者（利用者）に関わることで困ったことは，誰に聞けばいいの

かだいたいわかる 26(13.3) 26(13.3) 45(23.0) 74(37.8) 25(12.8)

15. 患者（利用者）に関わることで困ったときには，まず電話してみ
ようと思う人がいる 35(17.9) 29(14.8) 51(26.0) 51(26.0) 30(15.3)

【下位尺度 6地域のリソース(資源)が具体的にわかる】

16. 患者（利用者）が利用できる地域の介護サービスがわかる 24(12.2) 24(12.2) 49(25.0) 63(32.1) 36(18.4)

17. 患者（利用者）が利用できる地域の医療資源やサービスがわかる 25(12.8) 29(14.8) 54(27.6) 63(32.1) 25(12.8)
18. 利用できる地域の医療資源やサービスについて具体的に患者（利

用者）や家族に説明できる 40(20.4) 28(14.3) 56(28.6) 49(25.0) 23(11.7)

【下位尺度 7退院前カンファレンスなど病院と地域の連携がよい】1

19. 退院や入院のときに，相手がどんな情報を必要としているかを考
えて申し送りをしたり，情報提供を行ったりしている 26(13.3) 21(10.7) 53(27.0) 56(28.6) 33(16.8)

20. 在宅（施設）に移行する患者（利用者）については，退院時にカ
ンファレンスや情報共有をしっかり行っている 25(12.8) 21(10.7) 54(27.6) 58(29.6) 29(14.8)

21. 退院する患者（利用者）について，急に容体が変わったときの対
応や連絡先を決めている 20(10.2) 16( 8.2) 43(21.9) 49(25.0) 57(29.1)

無回答の16人を除いた196人を分析
1 欠損値を除く
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支援専門員（90.5）の割合が高かった，看護職，

他の医療職，介護福祉職，事務職においても20～
40が実施していた。デイケア・デイサービス・シ

ョートステイは，介護福祉職と介護支援専門員（約

50）の割合が高かった。入退院（所）時・外来・

窓口での支援は，介護支援専門員（66.7）と看護

職（43.2），事務職（33.3）の順に割合が高か

った。所属場所別にみると，自宅訪問の割合は，地

域が52.4であり，病院や施設においても20～30
が実施していた。デイケア・デイサービス・ショー

トステイは，施設（52.5）と地域（31.0）が中

心であった。入退院（所）時・外来・窓口での支援

は，病院が56.0，施設31.0，地域13.1であっ

た。なお，その他の支援については，回答はなかっ

た。

在宅支援への関心については，「やや関心があ

る」，「とても関心がある」と回答したのは，全体の

212人のうち165人（77.8）であり，職種別にみて

も所属場所別にみてもどれも65以上であった。

. 多職種連携の状況

顔の見える関係評価尺度の項目と回答分布を示す

（表 5）。下位尺度ごとに得点を算出すると（得点範
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表 顔の見える関係評価尺度と所属場所との関連

1.他施設の
関係者とや
りとりがで
きる

P
2.他の職種
の役割がわ
かる

P
3.関係者の
名前と顔・
考え方がわ
かる

P

4.地域の多
職種で会っ
たり話し合
う機会があ
る

P
5.地域の相
談できるネ
ットワーク
がある

P
6.地域の資
源が具体的
にわかる

P

7.退院前カ
ンファレン
スなど病院
と地域の連
携がよい2

P

全体 10.0±3.1 8.5±3.0 8.0±3.1 7.6±3.3 9.3±3.5 9.4±3.6 10.1±3.4
〈所属場所別〉1

病院 9.7±3.6 0.01 8.2±3.4 0.81 7.3±3.5 0.22 7.1±3.4 0.40 8.8±3.8 0.49 8.8±3.8 0.09 10.3±3.8 0.80
施設 9.0±2.9


8.4±2.8 7.7±3.0 7.3±3.0 9.1±3.5 8.8±2.9 10.2±3.2

地域 10.5±3.0 8.6±3.0 8.3±3.0 7.9±3.4 9.6±3.4 9.9±3.8 9.9±3.3

参考データ3 11.1±3.2 10.1±2.8 8.2±3.0 8.9±3.4 10.7±3.4 10.8±3.1 10.9±3.2

欠損を除く196人を分析

値は mean±SD
P＜0.05
1 一元配置分散分析（等分散でない場合は，Welch の検定）。多重比較は，Tukey の検定を用いた。
2 欠損値は平均値を代入
3 在宅医療連携拠点事業を実施し多職種連携の様々な取り組みをしている地域の在宅医療に関わる職種699人の調査結果8)
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囲 3～15点），「4. 地域の多職種で会ったり話し合う

機会がある」が7.6±3.3点と一番低く，「1. 他施設

の関係者とやりとりができる」，「7. 退院前カンフ

ァレンスなど病院と地域の連携がよい」が10点以上

で高かった（表 6）。所属別にみると，「1. 他施設の

関係者とやりとりできる」は，有意に地域の得点が

高く，施設の得点が低かった。その他の下位尺度に

ついては，所属場所による有意な得点の差は見られ

なかった。

 考 察

. 終末期ケアの医療・介護体制への示唆

A 地域は，今後増加が見込まれる終末期患者に対

し，少ない医療資源，社会資源を効率的に活かし支

えていける体制を検討することが必要である。

本調査により明らかにされた現状として，過去 1
年間に終末期ケアを実施した割合は，職種別では，

医師，介護支援専門員，介護福祉職が高く，所属場

所別では，病院と施設の割合が高く地域が低かっ

た。また，病院や施設で終末期ケアを実施した約半

数が在宅看取りまで関わっていた。以上の結果から，

A 地域では，病院や施設において医師や介護福祉職

が終末期ケアを中心的に担っているといえた。従来

の訪問看護師，居宅介護支援専門員，訪問介護職へ

の全国調査10)では，在宅看取りを実施していたの

は，訪問看護師，居宅介護支援専門員，訪問介護職

の順に多かった（順に，88，77，60）。この

全国調査は，地域に所属する職種のみを対象として

いるため比較には注意を要するが，A 地域では，全

国調査に比べて，介護支援専門員や介護福祉職の終

末期ケア実施の割合が看護職よりも高い傾向があっ

た。看護職の終末期ケアの実施が低い理由の 1 つと

して，病院や介護施設の看護職の配置人数が少なく

24時間支援が難しいことが考えられる。実際に A
地域では，医療機関，介護施設において，急性期病

院と40人以上の定員のある介護施設 2 施設以外は，

各機関の常勤換算看護職数は 5 人以下で，その約 7
割は 2 人以下と配置人数が少なく4)現状では24時間

支援が難しいと考えられる。全国の訪問看護事業所

の調査では，24時間対応を行っている事業所では，

在宅看取り数が多いことが示されており11)，終末期

ケアを提供するためには24時間支援できる体制構築

が必須といえる。医師に関する先行研究において

は，過去 1 年間の看取りは，診療所において60
（7 都道府県の全数対象），在宅支援病院においても

60（全国の全数対象）実施されていたことと比較

すると12)，A 地域での医師の終末期ケアの実施状況

は全国調査と同等の傾向が示された。

また，終末期ケアの自信がある者の割合は，終末

期ケアの実施と同様に，医師，介護支援専門員，介

護福祉職が高く，他の職種は40以下であった。所

属場所別では，特に地域において低かった。

以上より，A 地域における終末期ケアの医療・介

護体制のあり方として以下 2 点が考えられた。

1 つは，終末期ケアを担っている医師と介護系職

種（介護支援専門員と介護福祉職）を中心に，とく

に，所属場所として施設における看取りを今後増や

していくことが可能である。ただし，施設での看取

りの実現には，介護職だけでなく，看護職やリハビ

リ職種が専門性に基づいたケアを担うこと13)，看護

職が24時間連絡可能で急変に対応できること14)など

多職種の関わりが必要とされている。よって，A 地

域ではマンパワーの少ない看護職や他の医療職が医

療的支援を行いながら，介護系職種が中心となり看
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取りができる職員の配置や役割分担が必要だと考え

る。また，事務職についてもまだ割合は少ないが終

末期ケアに関わる機会があり，かつ多くが関心をも

っていることがわかった。事務職の業務内容につい

て，外来では受診に来た患者への主訴の聴取や診療

の事務的補助などの業務を医師や看護師と分担し行

っている実態が明らかとなっており15)，患者と接す

る機会も多いためチームの一員としての役割発揮が

期待できると考える。

2 つめとして，地域での終末期ケア体制づくりで

ある。地域に所属する職種がケアの自信が低い背景

には，マンパワー不足による過度な負担や終末期ケ

アを実施する機会が少なく自信がないことが考えら

れる。一方で，病院や施設に所属していても終末期

ケアを実施したうちの半数が在宅看取りまで関与し

ていた。そのため，地域に所属する職種に対し，病

院や施設の職種がサポートしていける仕組みや終末

期ケアの知識の共有などにより，安心してケアを提

供できる環境を構築していくとよいと考える。ま

た，医療・介護資源が乏しい A 地域において自助

や互助1)を高めることができるよう，今後は，社会

福祉協議会，ボランティア，自治会，民間事業者な

どインフォーマルな社会資源を把握していく必要が

ある。

. 終末期患者の在宅支援への示唆

終末期の療養場所の希望に関する国民調査16)で

は，在宅45，病院15，緩和ケア病棟20，介護

施設12であり，在宅を望む人が多く，終末期患者

の在宅支援体制の充実は必須である。そのため，本

調査では，在宅支援の現状について把握した。その

結果，職種や所属場所に関わらず，50～90が何ら

かの活動を通じ在宅支援を実施し，また，関心をも

っていたことは，この地域の強みであると考える。

さらに，患者宅への自宅訪問も，少なくともどの職

種も20以上が実施していた。在宅ケア体制が不足

している地域において，医師や看護職が地域に出向

く取り組み事例がいくつか報告されている。川上村

では，看護職員数が限られている中で，訪問看護，

診療所，デイサービスをローテーションし包括的な

24時間体制を構築することで在宅看取り率を上げた

ことが報告されている17)。匝瑳市では，病院医師，

看護師のボランティアとしての訪問活動からはじま

り，訪問看護や医師間での連携システムを構築して

いた18)。Morita らの研究では，地域の既存の資源

である病院の医師・看護師，診療所や訪問看護の医

師・看護師に対し，多職種連携を促進させる介入に

より，在宅看取り率を上げたことが示されている19)。

A 地域においても，在宅支援の関心が高いという地

域の強みを生かし，施設や病院の職員が交代で地域

に出向くといったような少ない資源を効率的にいか

す体制づくりを考えていけるとよいのではないかと

考える。

. 多職種連携の促進

顔の見える関係評価尺度について，在宅医療連携

拠点事業により多職種連携の研修やネットワーク作

りなどのさまざまな取り組みを行っている他の 3 地

域において，在宅医療・介護に関わる職種699人へ

調査した結果8)と本調査結果とを比較してみる。3
地域での調査結果は，表 6 の下部に参考データとし

て示した。参考データと同様の対象である A 地域

で所属場所が「地域」の結果と比較すると，「3. 関
係者の名前と顔・考え方がわかる」については，3
地域と同等の得点であった。これは，A 地域は規模

が小さいため普段の活動のなかで知り合うことがで

きるという A 地域の強みであると考える。一方

で，その他の得点については約 1 ポイント低く，実

際に他職種とやりとりしたり，相談する機会，ネッ

トワーク作りについては，まだ十分でないと考えら

れ，今後，定期的な話し合う場の設定や相談のネッ

トワーク作りなどにより改善を目指すことができる

と考える。所属場所別の比較では，「1. 他の施設の

関係者とやりとりできる」については，施設に比べ

地域が高く，これは，実際にやりとりする機会が多

いからと考える。その他の得点については所属施設

により有意に低い対象者はいないことから，病院や

施設，地域の包括的な多職種連携の促進を考えてい

くとよいと考える。

. 本研究の限界と今後の課題

回収率は 5 割前後であるが，A 地域の医療・介護

関係者の全数を把握したうえで代表的な対象者を選

定したため，A 地域の実態をある程度表すと思わ

れ，資料としての有用性はあると考える。本研究で

把握した A 地域における終末期ケアや多職種連携

の課題や強みを踏まえて，医療と介護の体制のあり

方を検討していきたいと考える。

 結 語

過疎地域 1 地域において，医療・介護関係者へ終

末期ケアの実態，在宅支援の実態，多職種連携の状

況について質問紙調査を実施し，以下 4 点の結果と

示唆を得た。終末期ケアの実施の割合や自信のあ

る者の割合が高かったのは，職種別では，医師，介

護支援専門員，介護福祉職，所属場所別では施設で

あった。このことから，施設の介護福祉職を中心と

した終末期ケア体制の促進が可能である。終末期

ケアについて，地域に所属する職種は，実施してい
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る割合も自信をもつ割合も低いことから，病院や施

設からのサポートなどにより地域に所属する職種が

安心してケア提供できる環境づくりが必要である。

在宅支援についてはどの職種もどの所属場所でも

関心が高く実際に自宅訪問もしているという地域の

強みを活かし，病院や施設の職員をまきこんだ効率

的な体制作りを考えていけるのではないか。多職

種連携については，互いの名前と顔や考え方は理解

しているため，実際に話し合う場や相談ネットワー

クづくりなどが今後必要である。

本研究にともに取り組みました，在宅医療連携拠点事

業花と夕陽ねっとの山本成久様，橋口猛志様，アンケー

ト調査にご協力いただきました医療，介護関係者の皆様

に心より感謝を申し上げます。本研究は，平成26年度在

宅医療連携拠点事業補助金，JSPS 科研費23390526の助成

を受けたものです。なお，本研究において利益相反はな

い。
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